
　　◆　給水人口と有収水量の推移と予測　

　　◆　給水収益の推移と予測　　

　　◆　県内18市１企業団１企業局と上伊那８市町村の水道料金比較

　＜口径13mm　１月20㎥使用の場合（税込）＞　

◆　更新需要の見込（重要度を反映し、平準化した場合）（左：上水　右：簡水）

・昭和40～50年代にかけて建設した施設が一斉に更新時期を迎
え、建設改良事業費が増加。アセットマネジメントにより施設の重
要度を反映して平準化した場合でも、令和12年度以降の事業費は
現在から1.5億円増の約5.5億円となる見込み。
・耐震化の面では、特に配水施設の耐震診断実施率・耐震化率が
低い。

＊事業費を平準化し、施設の更新や耐震化を計画的に進めていく
必要がある。

・「経常収支比率」「料金回収率」はいずれも100％を超え、類似団
体平均も上回っているなど、概ね経営の健全性は維持されている
が、「流動比率」「施設利用率」「有収率」が類似団体平均を下回っ
ている。
・老朽管の更新率は類似団体の平均を上回っているが、更新を上
回るペースで老朽化が進んでいる。
・「有形固定資産減価償却率」が上昇傾向にあり、施設の老朽化が
進んでいる。

・給水人口の減少が続いており、平成18年度に比べ、令和15年度
には２割程度の減少が見込まれる。
・それに加え、節水意識の高まりや節水機器の普及により有収水
量が減少しており、平成18年度に比べ、令和15年度には２割程度
の減少が見込まれる。

・水需要の減少に伴い、給水収益も減少が予想される。
・水道料金は、平成29年度に全体で▲0.04％値下げ改定したが、
県内18市１企業団１企業局の水道料金の中で、高い方から４番
目。上伊那８市町村の中では３番目。

＊漏水対策の強化、施設規模の見直し、水運用の効率化、管路や
施設の更新需要の増加などが課題となっている。

２．水需要の状況

＊更なる経費削減と適正な料金の設定（見直し）が必要。

４．水道施設の更新需要

３．給水収益の推移

＊水需要の減少傾向が継続することを前提とした事業経営が必
要。

伊那市水道事業経営戦略　概要
（経営健全化計画 第４改訂版）

経 営 目 標

趣旨：水道事業、簡易水道事業が抱える課題や情勢の変化を踏まえ、経営基盤の強化と財政マネジメントを
　　　適切に行うための具体的な計画を定める。
策定経過：平成25年3月 初版、平成27年2月 改訂版、平成29年3月 第2改訂版、令和2年3月 第3改訂版
位置付け

 　安全、安心、快適で災害に強い伊那の水道

１．現状の分析

Ⅱ 水道事業・簡易水道事業の経営の現状と将来予測

Ⅰ 経営戦略策定の趣旨・位置付け

（令和５年度以降は推計値）

施策を反映 策定・反映

評価・検証・

見直し

伊那市水道事業
経営戦略

（経営健全化計画）
（R6～R15）

料金改定に合わせて
見直し

伊那市水道事業
経営戦略実施計画

（R6～R8）
毎年見直し

伊那市水道事業アセットマネジメント（資産管理）
伊那市簡易水道事業アセットマネジメント（資産管理）

伊那市水道事業基本計画
（R元～R14）

伊那市水道ビジョン
（改訂版）
R元～R14



◆　企業債残高の見込 ◆　補填財源の推移と予測

※ 令和１１年度に料金を５％値上げ改定見込

Ⅳ 投資・財政計画
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補填財源残高（単位：億円）資本的収支（単位：億円） 資本的収支予測

企業債償還金

建設改良費

資本的収入

補填財源残高

水道事業は、平成29年度料

金改定で受水費の値下げに
加え、一般会計から１億円の

出資金を繰り入れることなど

で、▲0.04％値下げとしまし
た。令和2年度料金改定でも

一般会計から1億円の出資金

を繰り入れることで据え置き
としており、令和10年度まで

は現在の料金水準により、建

設改良事業を計画に従って
進められる見込みです。しか

し、企業債残高の推移、ア

セットマネジメントの財政収支
見通し、収支計画の純利益

の見通しを踏まえると、事業

経営の効率化を前提として、
令和11年度に５％程度の値

上げ改定が必要となる見込

みです。

(3)水道サービス
　 の持続

〇更新需要への対策強化
〇経営基盤の強化及び財源の確保
〇維持管理体制の強化
〇適切な資産管理の推進
〇適切な水運用(配水ブロック化)
〇有収率の向上対策

(2)強靭な水道
 　の構築

○施設・管路の計画的な耐震化の推進

○施設の耐震診断

○施設・設備の更新（施設の老朽化）

○管路の更新（管路の老朽化）

○応急給水・応急復旧体制の整備

○安定給水の確保

(1)安全な水道
　 の構築

○水源管理（水源保護）

○水質監視の強化

○浄水場の適正な維持管理

○貯水槽水道の指導強化

○水道水の検査・情報提供

○水源クリプトスポリジウム等

　及び水源水質対策

施策目標 具体的施策 主 な 取 組 内 容
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純利益（単位：億円）収益的収支（単位：億円） 収益的収支予測

収益的支出

収益的収入

(給水収益以外)

給水収益

純利益

R4       R5 R6 R7  R8 R9 R10      R11 R12 R13  R14 R15 

Ⅲ 取組のポイント
実績値

（令和4年度）
令和15年度

水 道 79.9% 85.1%

簡易水道 54.4% 69.7%

目標となる指標

有 収 率

経 常 収 支 比 率 115.8% 106.0%

【経営指標の数値目標】

企 業 債 残 高 対

給 水 収 益 比 率

料 金 回 収 率

330.00%346.95%

103.0%112.2%

○将来の更新需要の増加に備え、建設改良に必要な財源を確保していく必要があるため、経費の節減や

純利益の確保を継続し、適正規模の補填財源の確保に努める。

○人工衛星画像を用いた漏水解析や漏水調査及び管路更新等の漏水対策により、料金収入にならない

無効な水量の抑制を図り、健全な財政運営に努める。

○施設の重要度や優先度、能力や稼働状況を踏まえ、可能な設備については、水需要に合わせて施設の

統廃合や合理化を行うなど、将来を見据えた適切な施設規模の検討を行う。

○危機管理及び維持管理体制を強化するため、職員の人材育成や委託業務範囲の見直しに取り組む。

R4       R5 R6 R7  R8 R9 R10      R11 R12 R13  R14 R15 


